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Ⅰ 巡回について（案）

１ 目 的

富山市地域包括支援センター運営協議会委員及び市職員がセンターを巡回し

て活動状況や運営上の課題等を聴取・助言し、公正・中立性が保たれているか、

法人の理解が得られているか等の確認を行い、センター業務の円滑な実施を図る。

２ 期 間

令和８年１０月～１１月

※１センターあたり１時間程度

※半日で２センター訪問

３ 方 法

（１）事前に各センターに調査票への記入を依頼する。

（２）提出された調査票や実績等を基に、巡回するセンターを選出する。

（３）当日は、センター運営協議会委員（２～３名程度）及び市職員が対象センタ

ーに出向き、事前に回答のあった調査票を受けて、法人代表者、センター管

理者及び職員等から活動状況等を聴取し、業務の推進について助言する。

４ その他

（１）巡回件数

・３２センターを５年間で一巡する。

令和５年度 ７センター巡回済

令和６年度 ７センター＋令和５年度に再巡回が必要と判断された 1 センター巡回済

令和７年度 ６センター＋令和６年度に再巡回が必要と判断された１センター巡回済

令和８年度 ６センター＋令和７年度に再巡回が必要と判断されたセンター

令和９年度 ６センター＋令和８年度に再巡回が必要と判断されたセンター
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●巡回スケジュール（案）

月 事務局 運営協議会 センター

８月

９月

１０月

１１月

１月

２月

３月

事前調査票の作成

各センターへ調査票

の記入依頼

調査票の回収

巡回先センターの選定

巡回日程調整

調査票の回答

調査票の提出

巡回先センターへ

連絡、日程調整

巡 回

（１０月～１１月）

第２回運営協議会での巡回実施状況の報告

巡回日程の決定
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巡回施設 地域包括支援センター

巡回日時

地域包括支援センター職員等配置状況

うち、委託件数

センター管理者 専従・兼務

職員 専従・兼務

職員 専従・兼務

職員 専従・兼務

職員 専従・兼務

※　適宜、行数を増やしてください。 0.0 0 0 0

地域包括支援センターの運営について

地域包括支援センター巡回調査票（案）

　令和　　年　　　月　　　日　（　　） 　　　時　　分　～　　　時　　　分

８月分
給付管理数および

介護予防ケアマネジメント数

要支援者

１　担当エリアについて
（効率的かつ効果的に業務が実施できているか）

２　人員配置について
（配置人数、代替職員や新規職員の確保、人事異動や離職など）

３　職員の資質向上について

（人材育成、研修会への参加、自己研鑽に対する意識など）

区　　分 職　　種 氏　　名

地域包括
支援セン
ター

経験年数

専従・兼務
常勤
換算数

備考

事業対象者
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地域包括支援センターの活動について

今年度の目標　※市へ提出済みの「令和８年度　年間計画表」に記載された内容を転記してください。

※巡回の基礎資料作成にあたり、地域包括支援センターで把握している地域の状況を記入してください。

◆地域の特徴

◆地域の取り組み

◆地域課題（地域ケア会議であがったもの、地区把握の結果見えてきたものなど）

１　今年度の事業実施状況について
（目標・計画に対する進捗状況、地域や関係機関との連携状況、特に力を入れている点、工夫している点
など）

２　事業推進にあたっての問題点や課題

３　公平・中立性の確保のために心がけていること

４　その他

例）○○地区は中心部に位置しておりバスや路面電車などの公共交通機関が発達している。高層マンションなど集合住
宅が多い。
マンション入居者も高齢化しているが、隣近所の交流が乏しく様子がわかりづらいため、△年から半年に1回の交流会が
設けられている。

・介護予防ふれあいサークル か所

・地域独自のサークルやサロン か所

・認知症カフェ か所
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Ⅱ 地域包括支援センターの機能強化について

平成 30 年に介護保険法の改正にてセンターの評価が義務化され、全国で統一して用い

る評価指標が示され、センターの機能強化につなげるよう通知があった。

また、令和 6年度には、評価指標の体系化・簡素化を図りつつ、市町村の目標や地域の

状況に応じた柔軟な評価を行うための評価指標の見直しが行われ、令和 7年度から実施し

ている。

市では、国の評価指標や市の事業評価票の結果をもとに、地域包括支援センター運営協

議会評価委員会で検討し、その結果を活用することで機能強化につなげている。

１ 地域包括支援センター運営協議会評価委員会について

本市では、年に１回、地域包括支援センター運営協議会評価委員会を開催し、国の評価

指標の結果や市の事業評価票等を資料に、センターの評価を実施している。令和 3年度以

降、委員会にて検討された事項は以下のとおりである。

２ 評価指標について

（１） 国の評価指標について

市町村とセンターの事業の取組状況を評価するもの。

令和 7年度の国による評価結果は、令和 8年 3月に各センターに共有済み。

令和 8年度については、国からの調査依頼があり次第、調査票を提出し、国で取り

まとめ後、評価結果が届く予定。昨年度は 8月に調査票を提出し、3月に評価結果が

届いた。

（２）市の事業評価票について

主にセンターの公正・中立に関する事項を評価するもの。

令和 8年度は全センター回答済み。

① 評価は国の評価指標を基本とし、公正・中立性など指標で補えない項目は市の事業

評価票で補完する。

② 評価結果は速やかに各センターへフィードバックし、提出された改善案は運営協

議会で報告する。

③ 実施率の低い項目（例：個人情報の管理簿記載や地域ケア会議の運営方針の周知等）

については、実施を指導し改善を促す。

④ センターの公正・中立性については、必要に応じて個別に状況を確認し、改善を求

める。
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３ 令和８年度の評価・点検の流れ

国の評価指標（市町村指標・センター指標）、市の事業評価票の回答

評価委員会での事業評価

第 2回運営協議会にて評価結果の報告

センターへの協議結果の共有

各センターが改善に向けての取り組み案（振り返りシート）の検討・報告

とりまとめ・

事業評価資料作成

●評価すべき事業を絞り込
んで評価を実施

●センター別に統計や分析
データを示し、センター
ごとに評価を実施

センターへ評価結果

をフィードバック センター巡回

●市とセンターがそれぞれの
現状を共有し、事業運営の
ための案を打ち出す

●センター巡回状況も
センター評価・点検
のひとつとする
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Ⅲ 地域包括支援センターの担当圏域について

地域包括支援センター（以下「センター」）の担当圏域については、令和７年度実

施したセンター運営法人等へのアンケート調査の結果を、令和７年度第２回地域包括

支援センター運営協議会（令和８年２月２４日実施）にてその結果を示し、現在のセ

ンター担当圏域については一定の評価を得ていることを報告したところである。

今回、そのアンケート結果に加え、高齢者人口及び業務の対応件数等の客観的指標

を踏まえ、現在の担当圏域の適正及び見直しの方向性について整理を行った。

１ センター運営法人等へのアンケート調査の結果について（令和 7年 12月実施）

◆調査対象

・富山市の地域包括支援センター運営法人（対象者数 32 回答率 100％）

・富山市の地域包括支援センター管理者 （対象者数 32 回答率 100％）

・民生委員・児童委員地区会長、老人クラブ連合会地区連合会長

（対象者数 146 回答率 77.4％）

問 運営されている地域包括支援センターの担当圏域についてどのように思うか

【適正と回答した主な理由】

・住民や関係機関に担当圏域が浸透しており、関係性が確立されているため

・地域特性等の理解も深まり、業務の継続性を確保したいため

・住民の混乱を避けたいため

・現状で業務遂行上の大きな支障はないため

【適正ではない、またはどちらともいえないと回答した主な理由】

・圏域の規模により職員の業務負担に差があるため

・圏域の面積と高齢者数が大きすぎるため

・高齢者の増加に伴い、ニーズに十分対応できなくなることへの懸念があるため

・現時点では適正だと思うが、高齢化に伴う人手不足な否めないため

84.4%

27件

15.6%

5件

運営法人

■適正である

■適正ではない

■どちらとも

いえない

75.0%

24件

9.4%

3件

15.6%

5件

センター管理者
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問 地域包括支援センターの担当圏域変更の必要性についてどのように思うか

【変更の必要性がないと回答した主な理由】

・地域と密接な関係性が構築されているため

・安定的なサービス提供が実施できていると考えているため

・地域資源や多機関との連携体制を新たに構築することは合理的ではないため

・圏域変更は住民の混乱を招くため

【変更の必要性がある、またはどちらとも言えないと回答した主な理由】

・時期はわからないが、いずれ見直しは必要と考えるため

・中学校区と一致させた方が住民が分かりやすいため

・圏域により業務量に差が出ているが、圏域の変更で解消されるかは不明なため

・圏域変更に伴うセンターの業務量増大により、職員が疲弊しないか心配なため

・圏域を変更した場合、職員体制の維持が困難になる可能性があるため

以上の結果から、現行の担当圏域を概ね適当と評価していることが伺える。一方で、

人口構成や業務量の変化を踏まえ、将来的な見直しの必要性について慎重に検討すべ

きとの認識も伺える。

また、「地域住民」を対象とした民生委員・児童委員地区会長および老人クラブ連

合会地区連合会長へのアンケート結果では、「現行の担当圏域」に対して９割以上が

「満足」と答え、「担当圏域変更の必要性」についても９割以上が「必要ない」と回

答しており、現在の担当圏域は高く評価されている。

50.0%

16件
3.1%

1件

46.9%

15件

運営法人 センター管理者

56.3%

18件9.4%

3件

34.4%

11件 ■必要性はない

■必要性がある

■どちらとも

いえない
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【参考】 地域包括支援センター担当圏域
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２ 各センターの現状

（１）人口及び高齢者人口

※令和 8年 3月 31 日現在（独居高齢者数のみ令和 8年 6月 1日現在）

後期高齢者人口

1 藤ノ木・山室中部 27,662 7,105 4,414 25.7% 412 108

2 婦中東 29,291 6,898 3,852 23.5% 255 539

3 新庄 25,102 6,575 3,982 26.2% 333 165

4 呉羽 19,382 6,450 3,978 33.3% 342 922

5 東部・山室 19,289 5,903 3,720 30.6% 299 191

6 まちなか 16,162 5,349 3,284 33.1% 367 664

7 堀川・光陽 20,548 5,204 3,120 25.3% 252 163

8 八尾北・山田 13,868 4,922 2,874 35.5% 206 542

9 大沢野・細入 12,017 4,514 2,730 37.6% 209 784

10 豊田 15,144 4,453 2,649 29.4% 206 184

11 堀川南 15,129 3,894 2,343 25.7% 170 50

12 婦中西 11,047 3,737 2,190 33.8% 185 452

13 百塚 11,529 3,737 2,267 32.4% 215 280

14 神明・五福 13,910 3,562 2,140 25.6% 201 130

15 蜷川 13,508 3,514 2,117 26.0% 138 38

16 柳町・清水町 9,601 3,507 2,192 36.5% 216 59

17 大広田・浜黒崎 9,709 3,418 2,132 35.2% 168 186

18 新保・熊野 12,299 3,324 2,015 27.0% 147 103

19 大山 8,374 3,177 1,962 37.9% 117 179

20 奥田 10,307 3,058 1,851 29.7% 178 13

21 岩瀬・萩浦 8,580 3,020 1,965 35.2% 212 371

22 和合 8,767 2,951 1,825 33.7% 194 294

23 水橋北 6,925 2,798 1,855 40.4% 153 107

24 大久保・船峅 9,798 2,759 1,585 28.2% 105 291

25 広田 9,932 2,758 1,693 27.8% 181 91

26 水橋南 6,896 2,683 1,694 38.9% 127 55

27 奥田北 8,003 2,460 1,598 30.7% 128 25

28 月岡 5,901 2,418 1,535 41.0% 130 13

29 八尾南 4,587 2,210 1,336 48.2% 110 391

30 愛宕・安野屋 7,703 2,172 1,270 28.2% 122 124

31 太田 5,438 2,014 1,316 37.0% 118 46

32 針原 3,856 1,296 842 33.6% 97 42

400,264 121,840 74,326 30.4% 6,293 7,602合　計

地域包括支援
センター

人口 高齢者人口 高齢化率
要支援

認定者数
独居

高齢者数

市名 センター設置数 1包括当たりの高齢者人口

富山市 32 3,822
高崎市 30 3,513
豊田市 28 3,677
宇都宮市 25 5,439
倉敷市 25 5,305

中核市における地域包括支援センター設置数上位５都市

1 包括あたりの高齢者人口

中核市平均 6,858 人

（富山市は中核市で 4 位）
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（２）相談・支援等の対応件数

※上から高齢者人口が多い順で記載

地域包括支援
センター

総合相談
延件数

職員1人
当たり

介護予防
把握件数

職員1人
当たり

介護予防支援・
介護予防ケアマネ
ジメント実施件数

職員1人
当たり

地域ケア会議
（個別事例）
開催件数

1 藤ノ木・山室中部 3,042 507 139 23 326 54 4

2 婦中東 3,794 759 87 17 177 35 3

3 新庄 4,674 1,230 81 21 234 62 3

4 呉羽 2,321 298 66 8 258 33 3

5 東部・山室 2,504 501 202 40 228 46 3

6 まちなか 3,044 435 55 8 252 36 3

7 堀川・光陽 5,014 1,254 88 22 198 50 4

8 八尾北・山田 2,726 545 212 42 149 30 3

9 大沢野・細入 5,477 1,191 218 47 151 33 4

10 豊田 6,254 2,085 213 71 158 53 3

11 堀川南 3,735 812 314 68 138 30 3

12 婦中西 3,800 950 130 33 161 40 3

13 百塚 7,451 1,307 82 14 154 27 7

14 神明・五福 3,395 849 186 47 136 34 4

15 蜷川 2,532 563 356 79 108 24 5

16 柳町・清水町 2,638 660 58 15 161 40 3

17 大広田・浜黒崎 854 214 268 67 132 33 6

18 新保・熊野 4,278 1,070 42 11 114 29 4

19 大山 2,730 718 389 102 81 21 3

20 奥田 5,012 1,253 139 35 152 38 3

21 岩瀬・萩浦 3,363 701 72 15 165 34 4

22 和合 4,752 1,188 125 31 143 36 5

23 水橋北 3,527 784 119 26 126 28 4

24 大久保・船峅 2,072 691 113 38 83 28 3

25 広田 2,895 827 184 53 135 39 3

26 水橋南 2,818 939 97 32 81 27 3

27 奥田北 4,545 1,033 136 31 92 21 4

28 月岡 1,565 423 18 5 89 24 3

29 八尾南 1,612 537 70 23 84 28 3

30 愛宕・安野屋 2,941 980 155 52 89 30 4

31 太田 2,319 668 164 47 71 20 3

32 針原 2,312 771 217 72 107 36 5

109,996 4,795 4,733 118合　計
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（３）地域資源との連携

地域包括支援センターの各事業では地域住民や地域の多機関と顔の見える交流

を重ねながら、信頼関係を構築し連携している。

①地域住民との連携

②介護予防サービス所等との連携
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③地域の見守りネットワーク

④地域資源等との連携
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※インフォーマルサービス…民間の家事代行サービス、ハウスクリーニング、宅配弁当、郵便局、保証会社の見守りサービス等
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３ 今後の方針

（１）これまでの経過

地域包括支援センターの圏域設定の考え方については、国では、「市町村の人口

規模や業務量、運営財源や専門職の人材確保の状況、地域における日常生活圏域と

の整合性を配慮し、最も効果的・効率的に業務が行えるよう、市町村の判断により

担当圏域を設定する」とされ、その日常生活圏域とは、概ね中学校区が想定されて

いる。

一方、本市の地域包括支援センターについては、平成１８年度の介護保険制度改

正により同センターが設置されることとされた以前から、その前身となる「在宅介

護支援センター」が、市内３２箇所の圏域において既に設置されていたことから、

引き続き、その機能を継続させたものである。

こうした経緯もある中、圏域の設定については、圏域ごとの高齢者人口の格差、

管轄する面積、センターの稼動量、住民が受けられるサービスの公平性など、その

時々の地域の実情を反映した適切な圏域設定が必要との観点から、平成２３年度以

降、圏域の見直しの必要性について、当協議会において、協議を重ねてきている。

なお、これまで圏域を見直した実績はない。

（２）次回公募に向けての方針

先述の運営法人やセンター管理者、地域の利用者を対象とした担当圏域の見直し

に関するアンケート調査結果では、これまでセンターが地域に寄り添いながら継続

的に活動してきた積み重ねにより、地域住民や関係機関との信頼関係や連携体制が

構築されており、圏域を見直すことで、かえって地域住民や関係機関に混乱が生じ

るなど、サービス提供体制への影響を懸念する意見が多く見られた。また、現状の

圏域においても業務遂行上の大きな支障はないとの意見が多く、現状の圏域を否定

する意見はほぼ見られなかったことから、地域の実情としては、圏域を見直す必要

があると考えている者は少数であった。

また、高齢者人口が増加する中、相談件数も総じて増加傾向にあることから、高

齢者人口や面積に一定程度の差が見られる現状の圏域設定のままでは、今後のサー

ビス提供体制の公平性や継続性の確保が課題となる可能性も考えられる。

しかし、先の資料のとおり、高齢者人口と相談件数は必ずしも比例するものでは

なく、資料の数字の大小だけではサービス提供体制の現状を適正に評価することは

難しい。また、これまでの活動で培ってきた地域との信頼関係や連携体制など、数

字では表れない取組や活動内容も重要な事項であることから、直ちに担当圏域を見

直す状況にはならないと考える。

以上より総合的に勘案し、現時点において、担当圏域を見直す積極的な理由があ

るとは考えにくく、次回の公募に向けては、現状の担当圏域を維持することとした

い。

なお、今後、圏域の見直しを一切行わないという趣旨ではなく、外部環境等の変

化や社会情勢等を注視しながら、必要に応じて柔軟に対応・検討していくこととす

るほか、個々のセンターが個別に抱える課題等については、随時、連携・共有を図

りながら、センターの円滑な運営に向けた支援を継続していく。
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Ⅳ 令和７年度地域包括支援センター実績について

１ 包括的支援事業

（１）総合相談事業

① センターにおける総合相談事業実績

令和７年度に、市内 32 カ所の地域包括支援センター（以下「センター」）が対応し

た相談延件数は 109,996 件であり、前年比 2,321 件の増加となっている。１センター

あたりの平均は 3,437 件（月平均 286 件）であった。

令和７年度の相談方法は、電話による相談が 55,471 件と最も多く、次いで訪問によ

る相談の 41,413 件と多い状況であった。電話による相談は全体の 50.4％を占めてお

り、１センターあたり平均 1,733 件（月平均 144 件）の電話対応を行っている。

＜相談方法別延件数＞

＜相談方法別実件数＞

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

訪問 39,751 40,512 40,732 41,413

電話 47,232 49,442 55,270 55,471

来所 7,818 8,212 8,573 9,410

その他 2,020 2,016 3,100 3,702

合計 96,821 100,182 107,675 109,996

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

訪問 13,364 13,597 13,332 13,245

電話 11,186 11,314 11,738 11,546

来所 5,118 5,499 5,509 6,053

その他 1,201 1,038 1,370 1,441

合計 30,869 31,448 31,949 32,285
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＜令和７年度 総合相談事業 相談方法別件数（センター別）＞

実 延 実 延 実 延 実 延 実 延

1 藤ノ木・山室中部 1,545 1,999 574 760 260 274 9 9 2,388 3,042

2 婦中東 280 1,707 208 1,672 283 415 0 0 771 3,794

3 新庄 483 1,408 457 2,662 298 445 39 159 1,277 4,674

4 呉羽 625 1,367 325 665 228 284 4 5 1,182 2,321

5 東部・山室 1,081 1,525 501 760 188 214 5 5 1,775 2,504

6 まちなか 645 2,229 251 648 130 166 1 1 1,027 3,044

7 堀川・光陽 372 1,171 672 3,110 424 596 69 137 1,537 5,014

8 八尾北・山田 511 1,328 455 1,016 273 378 4 4 1,243 2,726

9 大沢野・細入 391 1,705 513 2,914 229 315 231 543 1,364 5,477

10 豊田 351 1,227 675 4,206 478 756 47 65 1,551 6,254

11 堀川南 326 1,012 353 1,880 195 309 116 534 990 3,735

12 婦中西 269 1,235 322 2,131 218 416 12 18 821 3,800

13 百塚 435 1,603 703 4,944 284 530 35 374 1,457 7,451

14 神明・五福 336 1,242 362 1,939 125 209 3 5 826 3,395

15 柳町・清水町 404 1,367 349 1,031 168 238 2 2 923 2,638

16 蜷川 244 811 308 1,336 121 145 124 240 797 2,532

17 大広田・浜黒崎 422 509 127 161 72 79 83 105 704 854

18 新保・熊野 276 1,194 398 2,603 141 294 65 187 880 4,278

19 大山 264 1,231 249 1,077 153 289 37 133 703 2,730

20 奥田 373 1,665 487 2,662 271 423 126 262 1,257 5,012

21 岩瀬・荻浦 478 1,569 401 1,495 176 296 3 3 1,058 3,363

22 和合 217 1,485 269 2,802 173 443 2 22 661 4,752

23 水橋北 145 901 226 2,273 104 346 1 7 476 3,527

24 大久保・船峅 205 568 264 1,037 152 197 89 270 710 2,072

25 広田 377 1,254 268 1,395 97 159 60 87 802 2,895

26 水橋南 415 1,104 353 1,228 155 241 122 245 1,045 2,818

27 奥田北 308 1,257 339 2,880 155 260 68 148 870 4,545

28 月岡 323 887 164 545 100 128 5 5 592 1,565

29 八尾南 240 788 200 675 102 148 1 1 543 1,612

30 愛宕・安野屋 344 1,619 291 1,163 121 148 9 11 765 2,941

31 太田 312 1,408 206 789 81 119 3 3 602 2,319

32 針原 248 1,038 276 1,012 98 150 66 112 688 2,312

合計 13,245 41,413 11,546 55,471 6,053 9,410 1,441 3,702 32,285 109,996

相談方法別件数

訪問 電話 来所 その他 合計
地域包括
支援

センター
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＜相談内容＞

相談内容では、「介護予防に関する相談」が 43,955 件と最も多く、次いで「介護保

険に関する相談」が 40,421 件となっており、以下は「福祉用具に関する相談」が

9,017 件、「保健医療サービスに関する相談」が 8,679 件、「在宅復帰に関する相談」が

5,664 件の順で多くなっている。

相談内容別延総件数

令和 7年度 135,227 件

令和 6年度 137,309 件

令和 5年度 122,096 件

令和 4年度 119,780 件
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② 福祉用具・住宅改修相談会

福祉用具・住宅改修の専門家やセンター職員が中心となり、福祉用具・住宅改修相

談会を令和 7年度は 47 回開催した。

また、事業者との情報交換会や研修会の開催、福祉用具の展示等を通じて、福祉用

具・住宅改修の効果的な活用にも努めている。

③ 地域包括支援センター相談協力員

センターが行う事業への協力や地域の高齢者の相談を受け、その高齢者の問題をセ

ンターへ伝えるなど、高齢者とセンターをつなぐパイプ役となる方を地域包括支援セ

ンター相談協力員として市が委嘱している。令和 8年 4月 1日現在 55 人が委嘱されて

いる。

（２）権利擁護事業

① 高齢者虐待防止ネットワーク事業

高齢者虐待については、平成 18 年に施行された「高齢者虐待防止法」に基づき、セ

ンターが一次相談窓口として重要な機能を果たしており、令和 7年度に市で受理した

高齢者虐待通報 148 件のうち、センターが通報した件数は 74 件で、全体の 50％であ

った。

虐待の相談は、主に社会福祉士が中心となり、長寿福祉課や関係機関等と連携しな

がら対応しており、令和 7年度は、延 1,053 件に対応した。

年々、介護負担や地域からの孤立、経済的困窮、虐待者の精神疾患等、要因が複雑

に絡み合う虐待事例が多くなっている。今後は、関係機関とより一層きめ細かく連携

しながら支援していくことが重要となっている。

また、地域では 20 のネットワークが構築されており、虐待を未然に防止し、再発す

ることがないように地域や保健・医療・福祉等の関係者が連携してそれぞれの役割を

担い、支援する体制が定着してきている。

＜センターにおける高齢者虐待相談＞

＜センターにおける虐待防止ネットワーク構築数＞

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

開催回数（回） 47 48 46 47

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

実件数（件） 339 242 254 326

延件数（件） 1,382 1,058 1,211 1,053

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

ネットワーク数※ 39 30 21 20

※医療機関やサービス提供事業所等の関係者のみで構築されたネットワークは含まず、

民生委員を含む地域住民が構成員として含まれているネットワークのみを計上。
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② 成年後見･権利擁護事業

成年後見･権利擁護に関する相談は、社会福祉士が中心に行っており、令和 7年度

は延べ 946 件であった。「リーガルサポート富山」、「ぱあとなあ富山」、「とやま成年

後見人協会」、「コスモス成年後見サポートセンター」等の専門職団体や家庭裁判所

や「とやま福祉後見サポートセンター（社会福祉協議会）」と連携を図りながら相談

対応にあたっている。

また市で作成した成年後見制度啓発用パンフレットを地域の各種会合等で利用し、

地域住民への制度の普及啓発にも力を入れている。

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

① 在宅復帰支援のための支援

ア 在宅復帰に向けた連絡調整

センターでは、病院・施設と連携し、在宅復帰が近い本人及び家族の了解のもと

情報提供してもらい、本人や家族と面接を行い介護保険制度やサービスについての

説明を行うとともに、カンファレンス等に参加して在宅生活に向けた調整を行って

いる。令和 7年度の在宅復帰支援者は 1,552 人であった。

認定結果が要介護であった方には、居宅介護支援事業所の介護支援専門

員と連携を図り、在宅復帰の実現にむけて、包括的・継続的なケアマネジメ

ントを行っている。

＜在宅復帰支援者数＞

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

相談件数(件) 1,113 885 1,058 946

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

支援者数（人） 1,360 1,397 1,493 1,552

・在宅復帰の可否 ・在宅復帰できなかった場合の理由

イ 医療介護連携推進会議

医療が必要な場合でも、在宅で継続して生活できるよう、担当圏域の施

設、病院等の介護支援専門員や相談員等とともに、連携を深めるための会議

を 24 回開催した。

在宅復帰できた

1239人,80％

支援途中,

118人,8％

在宅復帰できなかった,

195人,12％

死亡,

66人,34％

入院の長期化,

57人,29％

施設入所,

61人,31％

その他,

9人,5%
転出,２人,1％
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② 介護支援専門員への支援

センターの主任介護支援専門員等が中心となり、地域の介護支援専門員を育成・

支援している。令和 7年度の介護支援専門員からの相談件数は延 2,526 件であった。

＜介護支援専門員からの相談状況＞

※ケアマネジメントのプロセス支援の内容内訳（複数回答）

＜センターにおける研修会等開催状況＞

（※居宅介護支援事業所の介護支援専門員が参加した研修会等）

【参考】上記とは別に、居宅介護支援事業所と共催で 9回研修会を開催した。

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

相談件数（件） 2,617 2,191 2,345 2,526

内容 開催回数（回）

研修会（包括主催） 69

事例検討会 26

内容 件数（件）

アセスメントについて 447

ケアプランについて 239

モニタリングについて 137

サービス担当者会議について 118

主治医連絡について 40
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③ 地域ケア会議の開催

地域包括ケアシステムの構築を推進するため、センターが中心となり、地域におけ

る多様な社会資源の調整を行い、解決困難な問題や地域における課題について検討す

るとともに、新たなサービスの構築や社会資源のネットワーク化など、広域的な支援

体制の整備を図ることを目的に地域ケア会議を開催している。

ア 地域ケア個別会議

個別の事例について地域住民をはじめ、関係団体や専門職と連携をとりながら、地

域における支援を検討するとともに、地域課題の発見に努めている。令和 7年度は 118

回開催し、内訳は困難事例 90 回、自立支援 28 回であった。

＜開催回数・参加人数＞

＜会議開催の要請者別内訳＞

イ 地域ケア推進会議

地域ケア個別会議等を通じて把握した地域課題に対し、地域住民と共に対策を検討

している。地域における社会資源の再確認や創出を行うとともに、地域で解決が難し

い課題に対しては市への政策提言に繋げている。

＜開催回数・参加人数＞

※１ モニタリング…会議終了後３か月後を目途に訪問、電話等で状況確認している。

※２ 関係機関…居宅、介護施設、病院、薬局、保健福祉センター、包括職員等

※３ 地域住民…本人・家族、近隣住民、町内会、長寿会、民生委員等

開催回数

（回）
モニタリング※1

実施回数（回）

検討事例数

（件）

参加人数

（人）

内 訳

関係機関※2 地域住民※3

118 102
R8.7 月末現在

112 832 523 309

センター

自ら
居宅 地域住民 本人・家族 その他

会議開催の

要請者（件）
63 33 14 4 11

開催回数（回） 参加人数（人）
内 訳

関係機関※2 地域住民※3

34 559 263 296
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（４）認知症総合支援事業

認知症になってもできる限り住みなれた地域で安心して生活できるよう、早期発

見・早期対応に向けた支援体制の構築として認知症初期集中支援チームの設置や、医

療や介護サービスと地域の支援機関をつなぐ地域支援推進員の設置、認知症ケア向上

を進め、認知症の方とともに暮らすための仕組みづくりを行う。

① 認知症ブロック別研修会

市内を 7 つのブロックに分け、認知症サポート医等を交えて、研修会を開催してい

る。研修会では認知症に関する知識を習得するとともに、認知症の事例について医師

から助言を受け、認知症の実践的なケアの理解を深めている。

研修会の企画調整・運営はセンターの認知症コーディネーターが行っている。

＜令和７年度認知症ブロック別研修会＞

センター 月日 会 場 講 師 名
参加人数

（人）

A

水橋北

水橋南

大広田・浜黒崎

針原

令和 8 年

2 月 20 日（金）
三郷公民館

富山県済生会

富山病院

保健師

渋谷 絵里氏
56

B

岩瀬・萩浦

豊田、広田

奥田北、奥田

11 月 10 日（月）
あすなろの郷

地域交流スペース

富山県社会福祉士会

権利擁護センター

ぱあとなあ富山

社会福祉士

岩﨑 久憲氏
55

富山県

社会福祉協議会
後平 智孝氏

C

新庄、東部・山室

藤ノ木・山室中部

柳町・清水町

まちなか

12 月 19 日（金） 新庄北公民館 富山城南病院

認知症看護

認定看護師

盛田 大樹氏

52

D

神明・五福

呉羽、百塚

和合

愛宕・安野屋

11 月 6 日（木）

富 山 県 看 護 協 会

富山県看護研修

センター

司法書士法人

リーガルパートナーズ

司法書士

桒名 林氏
70

E

太田

堀川・光陽

蜷川

堀川南

10 月 20 日（月）
にながわ光風苑

ふれあいホール

富山市

社会福祉協議会

岩下 至宏氏

佐倉 若葉氏

大森 千歳氏

39

F

月岡、新保・熊野

大久保・船峅

大沢野・細入

大山

10 月 31 日（金）
大沢野会館

多目的ホール
富山西総合病院

看護師

大澤 絵里奈氏
68

G

婦中東

婦中西

八尾北・山田

八尾南

11 月 6 日（木）
婦中ふれあい館

大研修室

成年後見センター

リーガルサポート

富山支部

司法書士

室崎 和良氏
50
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② 認知症家族介護教室

センターにおいて、認知症の家族が、認知症に関する基本的な知識や関連制度、介

護技術を学び、家族同士が交流し仲間づくりを行うことができるよう認知症家族の介

護教室を開催している。令和 7年度は 32 クール、参加人数は延 452 人であった。

※認知症の基礎知識や関連制度の紹介などの講義と交流を 1 回として実施して、2 回以上

の教室を 1 クールとして開催。

③ 認知症初期集中支援チームとの連携

認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築するため長寿福祉課内に「富

山市認知症初期集中支援チーム」設置している。令和５年度からは医療機関に委託し、

２チーム体制で運用している。

センターで対応したがスムーズに医療や介護に繋ぐことが困難であった事例につい

て、チーム支援に繋がるよう、情報提供等を行い連携している。また、必要に応じ、

チーム員と共に支援を行っている。

（５）生活支援体制整備事業

日常生活の困りごとの把握や、解決のための仕組みづくりを地域住民が主体となっ

て推進することを目的としている。

この目的を達成するため、具体的には、生活支援等の体制整備に向けたサポート役

として、各センターに「生活支援コーディネーター（地域ケア推進コーディネーター）」

を配置すると共に、地域住民及び高齢者を支援する関係者間で「地域づくり」につい

て話し合う「生活支援体制整備地域連絡会議（第２層）」を設置している。

＜生活支援体制整備地域連絡会議＞

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

開催回数（回） 32 クール 32 クール 32 クール 32 クール

参加人数（人） 350 374 436 452

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

チーム支援事例数
（新規事例）

9

（4）

6

（3）

7

（6）

4

（1）

センターからの

相談件数
9 6 5 4

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

開催回数（回） 104 131 101 96
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２ 介護予防・日常生活支援総合事業

２－１ サービス・活動事業

（１）介護予防教室（短期集中予防サービス）

介護予防教室では、「運動器の機能向上」、「栄養改善プログラム」、「口腔機能向上

プログラム」等の介護予防プログラムを実施している。

1クールは 12 回、期間は 3か月。

＜開催状況・参加人数＞

＜介護予防教室参加者の教室参加前後の体力測定の変化＞

Timed up＆Go…椅子に座っている状態から立ち上がり、３ｍ前方のコーンを回り、

再び椅子に座るまでの時間を測定。

開眼片足立ち…目を開けたまま片方の足で立ち、保持していられる時間を計測。

＜フォローアップ教室＞

参加者の介護予防のモチベーション維持につなげるため、教室終了３か月後を目

途にフォローアップ教室を開催している。

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

開催回数 37 クール 38 クール 37 クール 38 クール

参加人数

（人）

実人数 440 497 465 503

内、新規 287 347 271 329

延人数 4,379 4,877 4,629 4,914

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

開催回数（回） 38 40 37 38

参加人数（人） 331 340 324 342

※フォローアップ教室を次年度に開催した場合は、前年度の実績に含める。
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２－２ 一般介護予防事業

（１）介護予防把握事業

閉じこもり等の何らかの支援を要する者を早期に発見し、効果的な介護予防の取

組につなげるため、市から郵送する基本チェックリストで事業対象候補者となった

者や未回答者、本人・家族・民生委員などの地域住民等から相談のあった高齢者に

対して、4,795 人に訪問等を実施した。そのうち事業対象者の基準に該当する者(以

下、基準該当者)は、2,313 人であった。

＜介護予防把握事業の状況＞

※1市から、対象者（要支援・要介護認定を受けていない 70 歳,75 歳）へ、基本チェックリストを
送付。本人が自己記入し、市へ返送。そこから事業対象候補者・未回答者の名簿を作成し、
包括へ情報提供している。

※2 基本チェックリスト返信者のうち事業対象候補者には、市から介護予防のパンフレットを送付
している。

○基準該当者（2,313 名）の結果内訳

※一般介護予防事業…介護予防ふれあいサークル、楽楽いきいき運動、運動器の機能向上訓練（直営）、

角川介護予防センター、介護予防訪問相談指導など

「短期集中予防サービス」の利用につながったケースについてはケアプランを作

成し、介護予防ケアマネジメントを実施している。その他、「一般介護予防事業」へ

の参加や、自宅でできる介護予防の取り組みの促し等を実施している。

把握方法 把握実績 基準該当者

市
か
ら
包
括
へ
情
報
提
供

基本チェックリストの返信があった者のうち

事業対象候補者の人数※2 2,358
196

（該当率 21.1％）うち包括による訪問等での実態把握数 a 929

把握率 39.4％

基本チェックリストを送った者のうち

未返信だった者の人数
2,849

92

（該当率 10.5％）
うち包括による訪問等での実態把握数 b 879

把握率 30.9％

包括独自把握

（本人・家族等からの相談、地域説明会等

の他の事業との連携）

c 2,987
2,025

（該当率 67.8％）

計(a＋b＋c) 4,795 2,313

短期集中予防

サービス

（包括）介護予防教室 403

（角川）介護予防教室 64

運動器の機能向上訓練 43

口腔ケアサービス 2

一般介護予防事業※ 374

住民主体型通所サービス事業 59

要支援・要介護認定 313

自身で介護予防に取り組む 1,012

（介護予防の取り組みに）関心なし 43

計 2,313

※1
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令和７年度　センター別介護予防把握事業実施状況

人数 対象者数 把握数 把握率（％） 基準該当者数 対象者数※ 把握数 把握率（％） 基準該当者数 把握数 基準該当者数

1 藤ノ木・山室中部 139 125 109 87.2 0 167 0 0.0 0 30 26

2 婦中東 87 122 49 40.2 6 158 0 0.0 0 38 33

3 新庄 81 138 35 25.4 2 172 30 17.4 0 16 16

4 呉羽 66 129 4 3.1 3 143 0 0.0 0 62 41

5 東部・山室 202 103 10 9.7 0 166 19 11.4 1 173 115

6 まちなか 55 92 25 27.2 14 88 2 2.3 1 28 21

7 堀川・光陽 88 102 1 1.0 1 114 0 0.0 0 87 65

8 八尾北・山田 212 100 40 40.0 5 139 44 31.7 4 128 74

9 大沢野・細入 218 75 15 20.0 2 106 93 87.7 5 110 97

10 豊田 213 99 59 59.6 19 107 0 0.0 0 154 83

11 堀川南 314 73 58 79.5 3 84 63 75.0 0 193 129

12 婦中西 130 82 5 6.1 4 94 0 0.0 0 125 71

13 百塚 82 69 23 33.3 3 78 6 7.7 1 53 49

14 神明・五福 186 62 45 72.6 20 90 0 0.0 0 141 122

15 柳町・清水町 58 62 0 0.0 0 74 0 0.0 0 58 43

16 蜷川 356 49 46 93.9 13 96 94 97.9 1 216 123

17 大広田・浜黒崎 268 77 8 10.4 5 74 71 95.9 17 189 118

18 新保・熊野 42 75 4 5.3 2 80 1 1.3 1 37 26

19 大山 389 66 21 31.8 15 68 44 64.7 12 324 194

20 奥田 139 66 59 89.4 6 65 55 84.6 2 25 22

21 岩瀬・萩浦 72 54 1 1.9 1 67 0 0.0 0 71 60

22 和合 125 46 39 84.8 16 76 73 96.1 13 13 13

23 水橋北 119 53 45 84.9 14 65 0 0.0 0 74 39

24 大久保・船峅 113 65 24 36.9 0 78 56 71.8 0 33 33

25 広田 184 57 56 98.2 7 59 55 93.2 7 73 30

26 水橋南 97 48 4 8.3 3 70 22 31.4 3 71 53

27 奥田北 136 43 35 81.4 1 41 33 80.5 4 68 52

28 月岡 18 54 0 0.0 0 62 0 0.0 0 18 18

29 八尾南 70 50 25 50.0 8 51 26 51.0 5 19 18

30 愛宕・安野屋 155 49 47 95.9 8 37 36 97.3 3 72 65

31 太田 164 51 34 66.7 15 51 33 64.7 10 97 58

32 針原 217 22 3 13.6 0 29 23 79.3 2 191 118

4,795 2,358 929 39.4 196 2,849 879 30.9 92 2,987 2,025

※　令和8年4月1日時点

市からセンターへ情報提供

事業対象候補者 未回答者

合　計

地域包括支援
センター名

把握実績
センター独自

把握
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（２）介護予防普及啓発事業

地域の高齢者やその家族を対象に、介護予防に関する基本的な知識を普及し、地域

住民が主体となって介護予防活動に取り組めるよう地域説明会を実施し、介護予防に

関する啓発を行っている。令和 7年度は 585 回開催し、延 9,522 人が参加した。

＜地域説明会開催状況＞

（３）地域介護予防推進事業

高齢者がいつまでも住み慣れた地域で生活していけるよう地域ケア推進コーディ

ネーター56 名が中心となり、①要援護高齢者地域支援ネットワーク事業、②介護予

防・福祉情報の提供事業、③閉じこもり予防事業の３つの事業を柱に地域ケア体制を

推進している。

① 要援護高齢者地域支援ネットワーク事業

要援護高齢者の在宅生活を支援するために、センターで見守りネットワークを

構築している。令和 7年度のネットワーク数は 310 であった。

② 介護予防・福祉情報の提供事業

全てのセンターにおいて、介護予防や福祉情報に関する情報誌を作成し

ている。※令和 7年度より 2年に 1回の作成となった。

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

開催回数（回） 532 578 576 585

参加人数（人） 8,951 9,474 9,430 9,522

認知症,113件,36.5％

成年後見・権利擁護,

３２件,10.3％虐待,20件,6.4％

その他,145件,46.8％

要援護高齢者地域支援ネットワーク内訳

全 310 件
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③ 閉じこもり予防事業

＜閉じこもり予防検討会＞

閉じこもり予防検討会は、地域の閉じこもりがちな高齢者の状況を把握し、地域

でできる閉じこもり予防の検討を行う機会としている。令和 7年度は、22 回開催し

た。

＜町内別閉じこもり発見・誘い出し検討会＞

町内別閉じこもり発見・誘い出し検討会は、“閉じこもり発見活動”、“誘い出し活

動”を強化するため、町内単位で地域の閉じこもりがちな高齢者の情報交換のほか、

把握した高齢者に対する地域支援ネットワークの構築や、センターや民生委員、老

人クラブ、町内会等による誘い出し・訪問等を実施している。令和 7年度は、45 回

開催した。

（４）介護予防訪問相談指導事業

閉じこもり等の心身の状況のため通所による事業の実施が困難な者、特定の専門職

による訪問が効果的と判断される者を対象に訪問し、その生活機能に関する問題を総

合的に把握・評価しながら、社会参加を高めるために必要な相談・指導を実施してい

る。令和 7年度は実人数 26 人、延回数 53 回訪問指導を行った。

（５）介護予防推進リーダー事業

高齢者が住みなれた地域でいつまでも自立した生活が送れるよう、単位老人クラブ

に概ね 1 名ずつ配置している介護予防推進リーダー（363 名）と連携し、介護予防を

推進している。

地域で実施している水のみ運動の説明会の協力や介護予防推進リーダーとの情報交

換会を開催し、水のみ運動の取り組みや閉じこもり、虚弱高齢者への誘い出し等につい

て意見交換を行っている。

また、情報交換会の意見を取り入れ、介護予防に関する情報提供や専門職による講

義等を行い、介護予防推進リーダーや老人クラブ役員の知識を高める支援をしている。

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

開催回数（回） 23 29 22 22

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

開催回数（回） 52 43 51 45

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

実人数（人） 15 17 27 26

延回数（回） 49 48 73 53
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（６）介護予防ふれあいサークル事業

地域ケア推進コーディネーターが中心となり、介護予防ふれあいサークルの立上

げや活動支援を行っている。

＜介護予防ふれあいサークルの育成支援＞

地域のサークルの新規立上げの支援を行っている。また既存の介護予防ふれあいサ

ークルにおいても要援護高齢者の参加状況や適切なサークル活動が行われているか年

に 1回確認を行い、活動が継続できるよう支援を行っている。

＜介護予防ふれあいサークルの普及啓発＞

地域での介護予防ふれあいサークルの普及啓発のため、サークルの目的や要件を周

知する説明会を行っている。令和 7年度は 50 回開催し、延 621 人が参加した。

※令和 4 年度は資料配布等による開催を含む。

＜介護予防ふれあいサークル数＞

令和 8 年 3 月末までに 555 サークル（単位老人クラブ含む）が結成され、

参加者は 8,318 人（一般 5,585 人、単位老人クラブ 2,733 人）であった。こ

のうち、要援護高齢者数は 1,453 人 (一般 1,024 人、単位老人クラブ 429 人)

となっている。

介護予防ふれあいサークル数の推移（単位老人クラブ含む）〉

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

開催回数（回） 45 53 46 50

参加人数（人） 1,390 662 969 621
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３ 任意事業

（１）認知症高齢者見守り支援事業

認知症になっても安心して住み慣れた地域で過ごせるよう、「認知症高齢者見

守り支援事業」を実施している。

この事業の実施にあたっては、センターに配置されている「認知症コーディ

ネーター」が中心となり、事業を展開している。

① 認知症地域説明会

認知症についての正しい理解を深めてもらうために、地域住民や企業を対象

に説明会を開催しており、令和 7 年度は 130 回開催した。

※認知症サポーター養成講座・フォローアップ講座も含む

※令和 4 年度は資料配布等による開催を含む。

＜認知症サポーターの養成＞

認知症について理解し、地域で見守る「認知症サポーター」の養成につい

ては、センターのキャラバン・メイト※1 が認知症サポーター養成講座を実施

している。令和 7 年度は 93 回のサポーター養成講座を開催し、2,012 人のサ

ポーターを養成した。

令和 8 年 3 月末現在、認知症サポーターは 47,890 人で、そのうち 32,153

人はセンターのキャラバン・メイトが養成した。

※1 都道府県・市町村等が実施するキャラバン・メイト養成研修を修了した、

認知症に対する正しい知識と具体的な対応方法を市民に伝える講師役

※2 フォローアップ講座受講者も含む

令和

4 年度

令和

5 年度

令和

6 年度

令和

7 年度

平成 18 年度からの

累計数

サポーター養成講座

開催数（回）
87 101 73 93 1,785

うち

センター開催
75 83 58 78 1,331

サポーター数※ 2

（人）
1,614 2,224 1,729 2,012 47,890

うち

センターが養成
1,370 1,748 1,252 1,355 32,153

キャラバン・メイト

養成講座受講者数（人）
4 3 5 12 532

うち

センター職員
3 3 4 10 116

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

開催回数

（回）
119 132 111 130
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② 認知症高齢者見守りネットワークの強化

自治振興会、民生委員、老人クラブ等の方々と連携して、徘徊のある認知症

の方や一人暮らしの認知症の方等を地域で見守るネットワークが構築されて

いる。

③ 徘徊ＳＯＳネットワークの整備

＜徘徊 SOS 緊急ダイヤルの利用推進＞

徘徊高齢者を早期に発見し、心身の安全を守ることができるようセンター

が事業について紹介し、必要者への利用登録を勧めている。

※施設入所、入院、死亡による取り消し申請あり。

＜認知症高齢者見守りネットワーク協力団体の登録推進＞

センターや介護支援専門員が認知症高齢者見守り

ネットワーク協力団体の登録をすすめており、令和

7 年度末現在、581 団体の登録がある。

登録団体には「認知症高齢者見守りステッカー」

を配布している。

④ 認知症になっても暮らせるまちづくり事業の実施

認知症の方やその家族が地域での見守りによって安心して暮らせるまちづ

くりを展開するために、センターが中心となり、地域にある各事業所ととも

に、地域の課題や強みを話し合い、認知症に関する様々な取り組みやイベン

トを行っている。

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

ネットワーク数 147 145 128 113

年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

登録者数（人） 397 411 405 398

（再掲）

新規登録者数（人）
176 178 168 155

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

協力団体数 608 605 604 581

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

開催回数

（回）
18 30 31 35

認知症見守りステッカー
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４ 介護予防ケアマネジメント・指定介護予防支援事業

（１）要支援者の介護予防ケアマネジメント・介護予防支援

令和 7 年度末時点の要支援 1・2 の認定者は 6,293 人で、令和 6 年度末

の 6,137 人より 156 人増加している。

介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を実施した件数は 4,746 件

であり、要支援認定者の 75.4％を占めている。

このうち、センターが直接、介護予防ケアプランを作成している件数

は 3,973 件（83.7％）で、居宅介護支援事業所へ委託している件数は 773

件（16.3％）であった。

【参考：市の要介護・要支援認定者の割合（各年度 3 月末現在）】

（出典）厚生労働省：介護保険事業状況報告（第 2 号被保険者含む）

11.5%

11.6%

11.1%

10.8%

12.8%

12.4%

12.4%

12.0%

19.5%

19.8%

19.4%

21.2%

21.1%

20.7%

21.1%

20.0%

15.8%

16.0%

16.0%

16.0%

11.6%

11.7%

11.8%

12.1%

7.6%

7.8%

8.3%

8.0%

R7年度

R6年度

R5年度

R4年度

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

2３.５%

2４.０%

24.３%

22.８%
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介護予防ケアマネジメント、介護予防支援実施状況（令和８年３月分）

件数 率(%) 件数 率(%)

1 藤ノ木・山室中部 7,105 412 5.8 326 79.1 243 74.5 83 25.5 86

2 婦中東 6,898 255 3.7 177 69.4 149 84.2 28 15.8 78

3 新庄 6,575 333 5.1 234 70.3 160 68.4 74 31.6 99

4 呉羽 6,450 342 5.3 258 75.4 233 90.3 25 9.7 84

5 東部・山室 5,903 299 5.1 228 76.3 188 82.5 40 17.5 71

6 まちなか 5,349 367 6.9 252 68.7 219 86.9 33 13.1 115

7 堀川・光陽 5,204 252 4.8 198 78.6 133 67.2 65 32.8 54

8 八尾北・山田 4,922 206 4.2 149 72.3 132 88.6 17 11.4 57

9 大沢野・細入 4,514 209 4.6 151 72.2 130 86.1 21 13.9 58

10 豊田 4,453 206 4.6 158 76.7 134 84.8 24 15.2 48

11 堀川南 3,894 170 4.4 138 81.2 78 56.5 60 43.5 32

12 婦中西 3,737 185 5.0 161 87.0 137 85.1 24 14.9 24

13 百塚 3,737 215 5.8 154 71.6 123 79.9 31 20.1 61

14 神明・五福 3,562 201 5.6 136 67.7 125 91.9 11 8.1 65

15 柳町・清水町 3,507 216 6.2 161 74.5 143 88.8 18 11.2 55

16 蜷川 3,514 138 3.9 108 78.3 85 78.7 23 21.3 30

17 大広田・浜黒崎 3,418 168 4.9 132 78.6 122 92.4 10 7.6 36

18 新保・熊野 3,324 147 4.4 114 77.6 97 85.1 17 14.9 33

19 大山 3,177 117 3.7 81 69.2 66 81.5 15 18.5 36

20 奥田 3,058 178 5.8 152 85.4 137 90.1 15 9.9 26

21 岩瀬・萩浦 3,020 212 7.0 165 77.8 140 84.8 25 15.2 47

22 和合 2,951 194 6.6 143 73.7 137 95.8 6 4.2 51

23 水橋北 2,798 153 5.5 126 82.4 118 93.7 8 6.3 27

24 大久保・船峅 2,759 105 3.8 83 79.0 61 73.5 22 26.5 22

25 広田 2,758 181 6.6 135 74.6 116 85.9 19 14.1 46

26 水橋南 2,683 127 4.7 81 63.8 76 93.8 5 6.2 46

27 奥田北 2,460 128 5.2 92 71.9 84 91.3 8 8.7 36

28 月岡 2,418 130 5.4 89 68.5 84 94.4 5 5.6 41

29 八尾南 2,210 110 5.0 84 76.4 77 91.7 7 8.3 26

30 愛宕・安野屋 2,172 122 5.6 89 73.0 79 88.8 10 11.2 33

31 太田 2,014 118 5.9 90 76.3 78 86.7 12 13.3 28

32 針原 1,296 97 7.5 101 104.1 89 88.1 12 11.9 -4

121,840 6,293 5.2 4,746 75.4 3,973 83.7 773 16.3 1,547

介護予防ケアマネジメント・介護予防支援
実施件数

※事業対象者は除く

要支援認定者 内　　訳
地域包括支援　　　
センター 居宅へ委託

合　計

※針原の介護予防ケアマネジメント・介護予防支援実施件数には、他市町村が保険者である住所地特例該当者5名が含
まれる。（「要支援認定者数」は、富山市が保険者である要支援認定者数。）

地域包括支援
センター

高齢者　　
人口

要支援
認定者
数

要支援
認定率
(%)

未利用
者数

件数 実施率(%)
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介護予防ケアマネジメント・介護予防支援件数の推移（各年３月分）

令和
5年

令和
6年

令和
7年

令和
8年

令和7年
からの
増加数

令和
5年

令和
6年

令和
7年

令和
8年

令和7年
からの
増加数

1 藤ノ木・山室中部 319 357 386 412 26 236 276 217 326 109

2 婦中東 226 224 223 255 32 172 173 150 177 27

3 新庄 260 281 302 333 31 179 195 204 234 30

4 呉羽 342 343 369 342 ▲ 27 244 263 269 258 ▲ 11

5 東部・山室 260 274 287 299 12 248 208 192 228 36

6 まちなか 310 317 362 367 5 225 238 226 252 26

7 堀川・光陽 266 250 243 252 9 216 198 174 198 24

8 八尾北・山田 192 189 195 206 11 150 147 133 149 16

9 大沢野・細入 207 216 215 209 ▲ 6 152 168 160 151 ▲ 9

10 豊田 173 183 200 206 6 128 142 147 158 11

11 堀川南 159 156 166 170 4 121 107 136 138 2

12 婦中西 153 166 173 185 12 123 140 152 161 9

13 百塚 181 187 207 215 8 136 138 133 154 21

14 神明・五福 194 201 211 201 ▲ 10 118 129 141 136 ▲ 5

15 柳町・清水町 182 189 207 216 9 149 139 153 161 8

16 蜷川 134 126 128 138 10 107 101 102 108 6

17 大広田・浜黒崎 127 154 184 168 ▲ 16 90 115 134 132 ▲ 2

18 新保・熊野 114 141 149 147 ▲ 2 82 101 104 114 10

19 大山 105 124 128 117 ▲ 11 67 76 80 81 1

20 奥田 141 146 162 178 16 107 121 130 152 22

21 岩瀬・萩浦 190 197 211 212 1 130 128 154 165 11

22 和合 170 177 202 194 ▲ 8 123 139 150 143 ▲ 7

23 水橋北 136 150 140 153 13 107 115 109 126 17

24 大久保・船峅 107 108 107 105 ▲ 2 87 84 89 83 ▲ 6

25 広田 143 172 175 181 6 122 142 135 135 0

26 水橋南 108 118 131 127 ▲ 4 67 73 85 81 ▲ 4

27 奥田北 146 152 146 128 ▲ 18 107 105 106 92 ▲ 14

28 月岡 127 119 119 130 11 82 87 87 89 2

29 八尾南 123 108 107 110 3 91 88 84 84 0

30 愛宕・安野屋 128 121 113 122 9 87 90 77 89 12

31 太田 97 91 95 118 23 76 77 83 90 7

32 針原 98 94 94 97 3 91 87 98 101 3

5,618 5,831 6,137 6,293 156 4,220 4,390 4,394 4,746 352

要支援認定者数
介護予防ケアマネジメント・介護予防支援

実施件数
※事業対象者は除く

合計

地域包括支援
センター
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５ 人員配置について

（１）センターの人員配置の推移（介護予防支援配置含む）

※各年 4 月 1 日現在

※常勤換算数で記載

※カッコ内は高齢者人口 6,000 人以上の地域包括支援センター

※3.0 人未満である 1 か所は、令和 7 年 6 月から 3.47 人となった．

（令和 7 年 3 月末で常勤の保健師 1 名が退職し、令和 7 年 6 月から

常勤の看護師（保健師に準ずる者）が配置された。）

（２）センター職員の異動状況

※各年 4 月 1 日現在で比較

※1 新規採用、法人内異動、育児休暇から復職した人数

※2 退職、法人内異動、産休に入った人数

職員の異動状況については、令和 8 年 4 月 1 日現在、3 人が新しく着

任しており、職種別でみると、保健師・看護師 1 人、社会福祉士 2 人で

あった。

人員配置数 令和 6 年 令和 7 年 令和 8 年

4.0 人以上
20 か所

（4 か所）

19 か所

（3 か所）

20 か所

（3 か所）

3.0～3.9 人
12 か所

（1 か所）

12 か所

（1 か所）

12 か所

（1 か所）

3.0 人未満 0 か所 1 か所 0 か所

合 計
32 か所

（5 か所）

32 か所

（4 か所）

32 か所

（4 か所）

センター全体

職員数
132.95 人 131.57 人 137.07 人

平均人数 4.2 人 4.1 人 4.3 人

令和 6 年 令和 7 年 令和 8 年

職員異動のあったセンター数 5 か所 10 か所 3 か所

職員異動者数
新任者数※1 8 人 5 人 3 人

退任者数※2 6 人 8 人 3 人

【職員配置基準】

・3 職種（3 人）を配置する。

・高齢者人口 6,000 人以上となる場合には、2,000 人まで増加する

ごとに 1 人増員して配置する。
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６ 地域包括支援センター研修・定例会等の開催実績

（１）令和 7 年度 研修会・定例会

（２）令和 7 年度 管理者会議

月 日 会名 内 容 参 加 人 数

6 月 2 日
保健師・看護師

定例会①

「介護予防把握事業、介護予防教室事業」

発表：和合地域包括支援センター、呉羽地域包括支援センター
37 名

6 月 13 日
社会福祉士

定例会①

「「法テラス」って、なに？どんなところなの？

何をしているの？～こんなとき、まず「法テラス」へ～」

講師：日本司法支援センター法テラス 村井 彩 氏

41 名

6 月 20 日

認知症

コーディネーター

定例会①

「認知症家族介護教室、認知症カフェについて」 35 名

6 月 27 日
主任ケアマネジ

ャー定例会①

「地域包括支援センターによるケアマネジャー支援

～主任介護支援専門員の役割を生かして～」

講師：富山国際大学 子ども育成学部教授 相山 馨 氏

37 名

7 月 29 日

地域ケア推進

コーディネーター

定例会①

「暮らしの中の自然な支え合い（＝お宝）の魅力を知ろう」

講師：全国コミュニティライフサポートセンター地域支え合い推進プロジェクト 参事 橋本 泰典 氏
31 名

8 月 5 日
認知症実務者

研修会

「認知症高齢者のケアに活かすアンガーマネジメント」

講師：（医）浅ノ川 桜ヶ丘病院日本アンガーマネジメント協会 袋井 修平 氏
5 名

9 月 17 日
権利擁護

研修会

「養介護施設従事者等による虐待防止を考える」

講師：認知症介護研究・研修仙台センター 研究部長 吉川 悠貴 氏
4 名

10 月 17 日 新任職員研修
「地域包括支援センターの役割について」

講師・アドバイザー：地域包括支援センター連絡協議会
11 名

10 月 31 日
キャラバン・

メイト

情報交換会

「認知症サポーター養成講座活動、フォローアップ講座について」

発表：株式会社平和堂 教育人事部人材採用課 坂口 沙織 氏

堀川南地域包括支援センター
20 名

11 月 7 日
社会福祉士

定例会②

「身寄りなし問題に挑む」

講師：NPO 法人身寄りなし問題研究会 代表 須貝 秀昭 氏
40 名

11 月 20 日
主任ケアマネジ

ャー定例会②

「主任介護支援専門員に求められるファシリテーションスキル」

講師：日本ファシリテーション協会富山サロン ひびの あゆみ 氏
34 名

12 月 3 日
保健師・看護師

定例会②

「口腔機能低下症に対する対応や支援について」

講師：泉歯科医院 院長 泉 照雄 氏

「富山市口腔ケアサービス事業について」

発表：堀川南地域包括支援センター

34 名

12 月 12 日

地域ケア推進

コーディネーター

定例会②
「個人情報について」 36 名

1 月 9 日

認知症

コーディネーター

定例会②

「MCI の早期発見、早期診断について」

講師：エーザイ株式会社 地域連携近畿北陸本部

石川富山統括部 岡 浩平 氏
36 名

月 日 内 容

8 月 6 日
第 1 回地域包括支援センター運営協議会について

地域包括支援センター巡回指導について

12 月 16 日 地域包括支援センター運営協議会 評価委員会について

3 月 25 日
第 2 回地域包括支援センター運営協議会について

令和 8 年度地域包括支援センター委託料、委託事業等について
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Ⅴ 令和７年度富山市地域包括支援センター連絡協議会

１ 令和７年度富山市地域包括支援センター連絡協議会の活動実績

２ 令和７年度富山市地域包括支援センター連絡協議会役員の活動状況

月 日 内 容 出席者数

3 月 25 日

富山市地域包括支援センター連絡協議会 令和７年度総会

・令和７年度 事業報告

・令和８年度 事業計画（案）

32 名

6 月 23 日
情報交換会（管理職対象）

「地域支援事業及び指定介護予防事業について」
30 名

9 月 8 日

全体研修会（全職員対象）

「犯罪や事故から高齢者を守るための取り組みについて」

～近年における高齢者相談の現状と今後の課題～

講師：富山中央警察署 生活安全課

警部補 宮腰 龍峰 氏

26 名

11 月 28 日

全体研修会

「地域包括ケアシステムの深化」

講師：富山大学学術研究部医学系 地域看護学

教授 田村 須賀子 氏

情報交換会（グループワーク）

「現場が考える地域包括ケアシステム検証」

30 名

市関連の会議・研修会（講師）への出席 県や他団体の会議・研修会（講師）への出席

・地域包括支援センター新任職員研修

・富山市生活支援体制整備推進会議

・富山市在宅医療・介護連携推進協議会

・富山市認知症とともに暮らせるまちづく

り推進会議

・富山市虐待防止ネットワーク会議

・富山市社会福祉審議会

・富山市共同募金委員会審査委員会

・富山市ボランティアセンター運営委員会

・介護保険施設職員研修

・富山市施設入所者自立支援分科会

・富山市障害者自立支援協議会

等

・富山県地域包括・在宅支援センター協議会

・富山県高齢者交通安全情報ネットワーク会議

・富山県医療・介護ネットワーク推進事業

ワーキング

・富山市在宅医療・介護連携推進協議会

・富山老人保健福祉圏域地域リハビリテーション

連絡協議会

・地域包括ケアシステム・在宅医療委員会

・富山市社会福祉協議会評議員会

・重層的支援体制整備事業実施計画策定検討会

等
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Ⅵ 令和８年度地域包括支援センター運営協議会予定

会議等 内 容 評価委員会

R8．7 月

8 月

9 月

10 月

11 月

12 月

R9．1 月

2 月

3 月

運営協議会①

評価委員会

巡回

運営協議会②

評価委員会

・事業評価結果の
分析

・センターの効果
的な運営、活動
に関する検討

第２回運営協議会

・評価委員会の報告
・巡回報告
・地域課題に関する協議

第１回運営協議会

・令和７年度実績について

・令和８年度巡回について

・センターの担当圏域等に

ついて協議

地域包括支援センター巡回

・７センター程度実施

・1 回の巡回で 2 か所

・委員 2～3 名で実施

（5 年で全センターを一巡）
市からセンターへ
フィードバック

センターから改善
に向けて取り組み
案の検討・報告

38


